
報酬請求



利用者が障害福祉サービスを受けると、サービスを提

供した事業者は、国民健康保険団体連合に請求する

ことになる。



国保連への請求は毎月1日～10日という限られた

期間内に訓練給付等明細書とサービス提供実績記

録票を提出する必要がある。



また、障害福祉サービスの支給決定を受けた利

用者の所得等の状況に応じて負担上限月額が設

けられている。 



「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための

法律（障害者総合支援法）」によるサービスは、自立支援給付と

地域生活支援事業で構成されている。 

 

※共同生活援助は自立支援給付（訓練等給付費）に該当 

 

 





障害福祉サービス等の請求の流れ



請求データを 
作成する 



その月のサービス提供が終わったら、簡易入

力システムを使用して請求データを作成 

 
・訓練等給付費等明細書 
・サービス実績提供実施記録票 
 



サービス実施記録票の 
記入例





国保連へ請求する 



作成した請求データを、毎月1日～10日までの間

に国保連へインターネットで送信する。 



国保連から届く封筒を
すぐにチェックする
 
仮ID・仮パスワードが
記載されているので、
 
「電子請求受付システム」に
ログインする  



請求時の注意点 
開業したらすぐやること 

 



•国保連から届く封筒をすぐにチェック

•銀行口座の登録

•電子請求受付システムに仮IDにてログイン

•「電子証明書」の発行

 

上記が完了すると、改めて「本ID」が届く。

届いた2枚の書類は必ず保管しておくこと。



国保連から届く封筒を 
すぐにチェックする 

 

「電子請求受付システム」に 
ログイン後 

 
国保連から届く書類に記載されている 

「証明書発行用パスワード」で 
「電子証明書」を発行申請する 



電子請求受付システム 



電子請求受付システム 



電子請求受付システム 

仮ID

仮パスワード



電子請求受付システム 



電子請求受付システム 



受給者証を請求前に 
必ず手に入れておく 



請求する基本的な報酬項目
 
・共同生活援助サービス費（I）
・夜間支援等体制加算（I）
・日中支援加算
 
・医療連携体制加算（Ⅶ） 



国保連から支払い 
を受ける 



翌々月中旬～下旬に、国保連より支払を受ける。 

事前に、国保連より返戻通知や支払関連通知書が

送られてくるので、内容を確認し、返戻等がある場合

には次の請求期間に再請求ができるよう準備してお

く。 



エラーの内容によっては市町村等へ問

い合わせが必 要なものもあるので、余

裕を持って準備を進めておく。



利用者宛の請求書を 
作成する 



請求書・領収書 



訓練等給付費等明細書作成の際に利用者の負

担額も記載しているので、その金額の請求書を

利用者宛に作成する。 



支給対象外のサービス利用がある場合

は、その分の明細を別途作成し、利用

者へ障害福祉サービス支給対象の利用

分と合算、または別々に請求する。



金銭に関して 



詳細を必ず明記すること  

代理受領書  

利用者及びご家族へ送付 自己負担金（利用料等） 

請求書及び領収書を送付 精算 利用控え（レシート等）と共に根

拠を送付 


